プラスチック資源再商品化実施に係る
連携事業者募集
様　式　集
令和6年11月
西宮市
様式第1号-1
	参　加　申　込　書
令和　　年　　月　　日

西　宮　市　長　様


所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者                              　　 ㊞

『プラスチック資源再商品化業務』実施に係る連携事業者募集について、実施要領に基づき、誓約書（様式第1号－2）を添えて参加を申込みます。

【連絡先】

代表企業名

電　　話

役　　職

ＦＡＸ
氏　　名
E-ｍａｉｌ
事業予定地住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【想定している処理単価】
　令和8年度
　　　容器包装プラスチック廃棄物3750ｔ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円/ｔ（税抜）
　　　プラスチック使用製品廃棄物　520ｔ　　　　　　　　　　　　　　　　円/ｔ（税抜）
　令和9年度
　　　容器包装プラスチック廃棄物3740ｔ　　　　　　　　　　　　　　　円/ｔ（税抜）
　　　プラスチック使用製品廃棄物　520ｔ　　　　　　　　　　　　　　　　円/ｔ（税抜）
　令和10年度
　　　容器包装プラスチック廃棄物3730ｔ　　　　　　　　　　　　円/ｔ（税抜）
　　　プラスチック使用製品廃棄物　500ｔ　　　　　　　　　　　　円/ｔ（税抜）
別途、会社概要・再商品化施設の平面図等が分かるパンフレット等を提示すること。



様式第1号-2
	誓　約　書
令和　　年　　月　　日

西　宮　市　長　様


所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応募者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者                              　　 ㊞

　『プラスチック資源再商品化業務』実施に係る連携事業者募集への参加に際し、次の事項について誓約します。
（誓約内容）
『プラスチック資源再商品化業務』実施に係る連携事業者募集要領の応募者の資格要件に定める事項
(1) 法人であること。
(2) 地方自治法施行令第167条の4の規定を準用し、その規定に該当しないこと。
(3) プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第33条第3項に基づき認定を受けた実績があること。
(4) 市がプラスチック資源の中間処理を行った分別収集物について、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第33条第3項に基づき再商品化の認定の取得見込みがあること。
(5) 参加申込書の提出期限において、西宮市の指名停止を受けていないこと。

(6) 直近事業年度の法人税、消費税及び市税について未納がないこと。

(7) 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更正手続開始の申立てまたは民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立ての事実がないこと。
(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2項各号に掲げる者及び西宮市暴力団排除の推進に関する条例第2条第1号に規定する暴力団、同条第2号に規定する暴力団員、同条第3号に規定する暴力団密接関係者でない者。

以上
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